
校区外通学許可基準 

豊橋市教育委員会

豊橋市内在住の学齢児童生徒の就学校は、「豊橋市立小学校及び中学校の通学区域等を定める規程」

に基づき、豊橋市教育委員会が指定するが、保護者より指定校変更の申し出があった場合は、次に掲

げる事由に該当する場合に許可する。

【年度途中の転居】

１ 中学校入学式以降に転居し、引き続き転学前に通学していた学校に通学を希望する場合、卒業

まで許可する。

２ 小学校第１学年の入学式及び小学校第２学年から第６学年の始業式以降に転居し、引き続き前

学校に通学を希望する場合、学年終了まで許可する。

【転居予定】

３ 新築、改築等のため工事完了後に転居することが確実な場合や、建売住宅を購入し建築中・改

装中等の理由により完成後転居する場合、工事請負契約書、売買契約書等にて完成時期が明確に

記載されている書面を提示の上、転居日（許可期間は、最長６か月）まで許可する。

４ 市営・県営住宅、アパート、マンション等に入居予定のため、学期当初等より新学校へ通学を

希望する場合、入居承諾書の写し等、転居することが確実である書類を提示の上、転居日まで許

可する。

【一時的な住所変更】

５ 仮住居など一時的な住所変更等に基づき指定校以外の学校へ通学を希望する場合、居住証明書、

理由書等を提示の上、許可する。

【立ち退き】

６ 区画整理・都市計画等により立ち退きを余儀なくされた児童が引き続き前学校へ通学を希望す

る場合、立ち退き命令を受けたことを証明する書類を提示の上、小学校卒業まで許可する。

【留守家庭】

７ 共働き等で授業後保護者等が不在のため、児童を祖父母宅等へ預け、その祖父母宅等（児童の

預かり先）の住所に基づく指定小学校へ通学を希望する場合、保護者等の勤務証明書（勤務終了

時間は概ね午後４時以降）及び児童の預かり証明書を添えて、小学校卒業までを限度とし、許可

する。なお、母子家庭・父子家庭等についてもこれに準ずる。

８ 両親が校区外で自営業（家族経営に限る。会社等の事業所は不可。）を営んでいる場合等で授業

後保護者等が不在のため、営業所の住所に基づく指定小学校へ通学を希望する場合、営業証明書

等を提示の上、小学校卒業までを限度とし、許可する。なお、母子家庭・父子家庭等についても

これに準ずる。



【慣例的な付き合い】

９ 隣接する自治会等との昔からの慣例的な付き合いにより、通学区域に基づく指定校以外の学校

へ通学を希望する場合、町の代表による証明書を添えて、小学校及び中学校卒業まで許可する。

【地理的な理由】

10 指定小学校への通学距離が３キロメートル以上あり、かつ、希望する小学校が自宅から最寄り

の場合に限り、保護者の申請（あらかじめ指定小学校の証明が必要）に基づき、希望する小学校

に許可する。

【特定地域隣接校選択制】

11-1 「豊橋市立小学校及び中学校の通学区域等を定める規程」別表第２の左欄に掲げる学校（指

定校）に就学を予定している者は、同表に掲げる対象地域に住所を有する場合に限り、保護者の

申請に基づき、同表に掲げる選択できる学校（選択校）に卒業まで許可する。

  ［指定校→選択校］

(1)吉田方小→花田小・松葉小

(2)岩田小→豊小・多米小（平成２６年３月３１日廃止） 

(3)幸小→天伯小 

11-2 経過措置

岩田小学校区における特定地域隣接校選択制度（以下「選択制度」という。）の廃止後も対象

地域に住所を有し、就学を予定している者は、下記のいずれかに該当する場合に限り、保護者の

申請に基づき、従前の例により、豊小学校または多米小学校への通学を卒業まで許可する。

(1) 選択制度を利用して豊小学校または多米小学校に入学した兄や姉が在学生であること。

(2) 選択制度を利用して豊小学校または多米小学校に入学し、卒業した兄や姉がいること。

【特認校制】

12 「豊橋市立小学校及び中学校の通学区域等を定める規程」別表第３に掲げる学校（特認校）に

就学を希望する者は、保護者の申請に基づき、同表に掲げる学校に許可する。

  ［特認校］

八町小、下条小、賀茂小、嵩山小

【特別支援学級への入級】

 13 知的障害または自閉症・情緒障害の特別支援学級へ入級する児童生徒で、通学区域に基づく指

定校にこれらの特別支援学級が設置されていないため、指定校に隣接する特別支援学級（知的障

害学級、自閉症・情緒障害学級）設置校への通学を希望する場合、保護者の申請に基づき、許可

する。

 14 肢体不自由または病弱・身体虚弱の特別支援学級へ入級する児童生徒で、通学区域に基づく指

定校にこれらの特別支援学級が設置されていないため、特別支援学級（肢体不自由学級、院内学



級）設置校への通学を希望する場合、保護者の申請に基づき、許可する。

【国際学級への入級】

15 日本国籍を有しない外国人児童生徒（途中で日本国籍を取得した者を含む）で、日本語が不自

由なために国際学級設置校（日本語教育指導教員配置校）へ通学を希望する場合、通学の利便性、

通学の安全、国際学級入級に伴う諸経費、交通費等の出費について保護者の了解を得るとともに、

国際学級設置校長の意見を聞いた上で、許可する。

【教育的な配慮】

16 不登校対応のため、通学区域に基づく指定校以外の学校へ通学を希望する場合、医師の診断書

等及び学校長の意見書を添えて、指定校に隣接する学校への通学を許可する。

【その他】

17 1～16（10、12 を除く）の事由で校区外通学許可を受けている者の兄弟姉妹が、その者と同じ学

校へ通学を希望する場合、小学校及び中学校卒業まで許可する。

18 校区外通学許可を受けている児童が卒業した小学校の指定中学校へ通学を希望する場合、中学

校卒業まで許可する。

19 1～18 以外の事由で教育委員会がやむをえないと認めた場合、許可する。その際、添付書類・許

可期間は協議の上、教育委員会が定める。

【注意事項】 

20 許可を受けた者が違反した場合、速やかに教育委員会が指定する学校へ転校する。

21 許可を受けて校区外通学をすることによって生ずる責任は、保護者が負うものとする。

 22 保護者より校区外通学の申し出があってからの審査標準処理期間は、概ね１週間とする。

附 則

この基準は、平成１９年１月１日から実施する。

附 則

この基準は、平成２１年２月６日から実施する。

 附 則

この基準は、平成２４年１０月１日から実施する。

 附 則

この基準は、平成２５年１０月１日から実施する。

 附 則

この基準は、平成３０年４月１日から実施する。

附 則

この基準は、平成３０年１１月１日から実施する。

附 則

この基準は、令和２年４月１日から実施する。


